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答   申 

 

審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した地方税法（以下

「法」という。）３４２条１項の規定に基づく固定資産税賦課処分のう

ち、その一部の取消しを求める審査請求について、審査庁から諮問があ

ったので、次のとおり答申する。  

 

第１  審査会の結論  

本件審査請求は、棄却すべきである。  

 

第２  審査請求の趣旨  

   本件審査請求の趣旨は、東京都○○都税事務所長（以下「処分

庁」という。）が、請求人に対し、令和３年６月１日付けで行った

令和３年度の固定資産税賦課処分（課税標準額３１３，０２８，０

００円、税額４，３８２，３００円。内容は別紙２処分目録に記載

のとおり。以下「本件賦課処分」という。）のうち、別紙１物件目

録記載の各償却資産（以下併せて「本件償却資産」という。）に係

る部分（以下「本件処分」という。）について、その取消しを求め

るというものである。  

 

第３  請求人の主張の要旨  

請求人は、おおむね以下の理由から、本件処分の違法性又は不当

性を主張し、その一部の取消しを求めている。  

１  本件償却資産は、○○がその経営する本件食堂等の用（教育の

用）に供しているので、非課税の要件事実を満たす。  

「固定資産税及び都市計画税課税事務提要  東京都主税局」は、

法３４８条２項９号（以下「本件非課税規定」という。）により非

課税とされる「学校法人等がその設置する」とは、「当該法人の経
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営に係るものであれば足り、当該法人以外（例えば私人等）が所有

していても、当該法人以外の者が所有する資産を当該法人が無料で

借り受け、その法人が直接保育又は教育の用に供していれば非課税

対象として差し支えない。」としている。  

本件償却資産は、○○がその経営する本件食堂等の用に供するた

めに、請求人が○○に無償で提供することが、各委託契約書による

契約締結の前提又は本件償却資産の設置の条件又は協議し決定され

た事項となっている。そして、民法５９３条に定める「使用貸借」

とは、口頭での合意と無償での物の授受で契約が成立するところ、

請求人と○○にとっては直接必要な文言ではないのであり、各委託

契約書にはそのような文言は直接記載されていないのは当然である。  

  本件償却資産を誰が供しているかどうかは、当該使用貸借の相手

方であり、本件償却資産が供される本件食堂等の経営の主体である

○○が、本件償却資産を供しているというべきである。そして、本

件食堂等は、○○がその設置する学校に設置したものであり、各委

託契約書の委託者である○○が主体として経営しているものである。  

  以上によれば、当該使用貸借の相手方である○○は、請求人との

「使用貸借」により、本件償却資産を○○がその経営する本件食堂

等の用（教育の用）に供しているということができる。  

したがって、本件償却資産は、「固定資産税及び都市計画税  課

税事務提要  東京都主税局」が掲げる非課税の要件事実を満たして

おり、本件非課税規定が適用されるべきである。  

２  本件償却資産について、非課税の申告をしているにもかかわらず、

具体的な理由を示さず本件処分をしたことは、裁量権の濫用である。  

  

第４  審理員意見書の結論  

本件審査請求は理由がないから、行政不服審査法４５条２項の規

定を適用して、棄却すべきである。  
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第５  調査審議の経過  

審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。  

年  月  日  審  議  経  過  

令和  ５年１１月２７日  諮問  

令和  ６年  １月１９日  審議（第８５回第２部会）  

令和  ６年  ２月１５日  審議（第８６回第２部会）  

 

第６  審査会の判断の理由  

   審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した結

果、以下のように判断する。  

 １  法令等の定め  

  ⑴  固定資産税の課税客体  

    法３４１条１号によれば、固定資産とは土地、家屋及び償却資産

であるとされ、同条４号によれば、償却資産とは、土地及び家屋以

外の事業の用に供することができる資産（鉱業権、漁業権、特許権

その他の無形減価償却資産を除く。）で、その減価償却額又は減価

償却費が法人税法又は所得税法の規定による所得の計算上損金又は

必要な経費に算入されるもののうち、その取得価額が少額である資

産その他の政令で定める資産以外のもの（これに類する資産で法人

税又は所得税を課されない者が所有するものを含む。）をいうとさ

れている。  

  ⑵  固定資産税の納税義務者  

    法３４３条１項によれば、固定資産税の納税義務者は、固定資

産の所有者であるとされ、同条３項によれば、同条１項の所有者

とは、償却資産については、償却資産課税台帳に所有者として登

録されている者をいうとされている。  

  ⑶  固定資産税の非課税規定等  

ア  法３４８条は、固定資産税の非課税の範囲を規定したもので

あるが、同条１項は、固定資産の所有者の性格からみて、特に
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非課税とすべきものを定めたものであり（人的非課税）、同条

２項及び４項から９項までは、主として、その固定資産の性格

及びその固定資産が供されている用途にかんがみ、非課税とす

べきものを定めたもの（物的非課税）とされている（「固定資

産税逐条解説」（以下「逐条解説」という。）６３～６５頁参

照。固定資産税務研究会編。財団法人地方財務協会刊）。  

本件非課税規定が含まれているこの物的非課税については、

「ここに、固定資産の用途に着目して非課税とされているもの

であってその所有者が誰であるかを問わないというのは、例え

ば、宗教法人が専らその本来の用に供する宗教法人法３条に規

定する境内建物及び境内地は・・・その宗教法人が自ら所有し

ているものはもちろん、その宗教法人が他人の所有の建物や土

地を借り受けてこれを境内建物や境内地としての用途に供して

いるものであっても、固定資産税は非課税とされるということ

である。」とされている（前掲「逐条解説」参照）。  

イ  法３４８条２項は、固定資産税は、同項各号に掲げる固定資

産に対しては、課することができないとされている。ただし、

固定資産を有料で借り受けた者がこれを次に掲げる固定資産と

して使用する場合には、当該固定資産の所有者に課することが

できると規定する。  

そして、同項９号として、「学校法人又は私立学校法第６４

条第４項の法人（以下 この号において 「学校法人等」とい

う。）がその設置する学校において直接保育又は教育の用に供

する固定資産（第１０号の４に該当するものを除く。）、（以

下略）」が挙げられている。  

ウ  なお、法３４８条２項９号が、学校法人等がその設置する学

校において直接保育又は教育の用に供する固定資産に対しては、

固定資産税を課することができない旨を定めている趣旨は、学

校法人等の有する公益的な性質及び学校教育において果たす重

要な役割に鑑み、学校法人等が直接保育又は教育の用に供する
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固定資産について、政策的な観点から、例外的に固定資産税を

非課税とすることにあると解される。このような規定の趣旨に

加え、納税義務の公平な分担等の観点も考慮すると、同号の非

課税要件は、その文理に即して厳格に解釈されるべきであると

されている（東京地方裁判所平成２９年１月２４日判決。判例

地方自治４３３号１１頁（以下「東京地裁判決」という。）参

照）。  

  ⑷  固定資産税の賦課期日  

    法３５９条によれば、固定資産税の賦課期日は当該年度の初日

の属する年の１月１日とされている。  

  ⑸  償却資産の申告と登録  

    法３８３条によれば、固定資産税の納税義務のある償却資産の

所有者は、総務省令の定めるところによって、毎年１月１日現在

における当該償却資産について、その所在、種類、数量、取得時

期、取得価額、耐用年数、見積価額その他償却資産課税台帳の登

録及び当該償却資産の価格の決定に必要な事項を１月３１日まで

に市町村長（特別区の存する区域においては、東京都知事。以下

同じ。）に申告しなければならないとされている。  

    また、法３８１条５項によれば、市町村長は、総務省令で定め

るところにより、償却資産課税台帳に償却資産の所有者の住所、

氏名又は名称並びにその所在、種類、数量及び価格を登録しなけ

ればならないとされている。  

  ⑹  固定資産の価格等の決定及び登録  

法４１０条１項によれば、市町村長は、固定資産の価格等を毎

年３月３１日までに決定しなければならないとされている。そし

て、法４１１条１項によれば、法４１０条１項の規定によって固

定資産の価格等を決定した場合においては、直ちに当該固定資産

の価格等を固定資産課税台帳に登録しなければならないとされて

いる。  
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⑺  固定資産税の課税標準及び税率  

    法３４９条の２によれば、償却資産に対して課する固定資産税

の課税標準は、賦課期日における当該償却資産の価格で償却資産

課税台帳に登録されたものとされている。また、法３５０条１項

によれば、固定資産税の税率は、１００分の１．４とされている。  

  ⑻  行政手続法及び東京都行政手続条例の適用除外  

    行政手続法３条３項によれば、地方公共団体がする処分（その

根拠となる規定が条例又は規則に置かれているものに限る。）に

ついては、同法２章（申請に対する処分）及び３章（不利益処

分）の規定は、適用しないとされている。  

    また、東京都都税条例（以下「都税条例」という。）１２条の

２第１項によれば、東京都行政手続条例（平成６年東京都条例第

１４２号。以下「行政手続条例」という。）３条又は４条に定め

るもののほか、都税条例に基づく処分その他公権力の行使に当た

る行為については、行政手続条例２章（申請に対する処分）及び

３章（不利益処分）の規定は、適用しないとされている。  

２  本件処分についての検討  

⑴  まず、固定資産税は原則として固定資産の所有者に課税される

ものであり、この所有者とは、償却資産については償却資産課税

台帳に所有者として登録されている者をいうところ（１・⑵）、

令和３年度の固定資産税の賦課期日（同年１月１日）現在、請求

人は、本件償却資産の所有者であり、所有者として償却資産課税

台帳に登録されていることが認められる。  

⑵  次に、本件償却資産に本件非課税規定が適用されるか否かにつ

いて検討すると、本件非課税規定には所有者要件は定められてい

ないが、本件非課税規定が定める固定資産をその用途に供する主

体は、学校法人等に限定されている。そして、上記１・⑶・ウの

とおり、本件非課税規定の要件は、その文理に即して厳格に解釈

されるべきであることからすれば、本件非課税規定が適用される
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のは、学校法人等が自ら所有する固定資産を直接教育の用に供す

る場合のほか、学校法人等が他人所有の固定資産を借り受けて

（有償の場合を除く。法３４８条２項ただし書）、これを直接教

育の用に供するような場合に限られると解される（１・⑶・ア参

照）。  

これを本件についてみると、請求人は○○から本件食堂等の運

営業務（本件各委託業務）を受託し、本件各委託業務の遂行のた

めに行う一切の商取引を請求人の名義で行っており、本件各委託

業務に係る業務委託費については請求人の同委託業務の実施によ

る利益がこれに充てられる（各委託契約書参照）など、請求人は

本件各委託契約における受託者として自己の責任と裁量において

同委託業務を遂行していることが認められる。そして、食堂運営

業務委託契約書１０条及び福利厚生業務委託契約書１０条には、

「乙（請求人。以下同じ。）は、委託業務を遂行するにあたり直

接必要とする資材、器具、什器、備品等（業務上必要な簡易な工

具を除く。）については、乙の責任と負担で準備または調達する

ものとし、それ以外の物は、甲乙協議の上その負担を決めるもの

とする。」と定められているところ、本件償却資産は、それが

「資材、器具、什器、備品等」であるか、「それ以外の物」であ

るかにかかわらず、請求人から提出された「令和３年度償却資産

申告書（償却資産課税台帳）」に記載されている以上、請求人の

所有に係るものであり、請求人の負担で取得されたものといえる

から、請求人が本件各委託業務を遂行するために必要なものとし

て、その用に供するために管理する資産として取得したものと認

められるものであり、本件償却資産をその用途に供している主体

は請求人であると解される。  

そうすると、本件非課税規定が定める固定資産をその用途に供

する主体は学校法人等に限定されているのであるから、学校法人

等に当たらない請求人がその用途に供する本件償却資産について
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は、その用途が「直接教育の用に供する」（法３８４条２項９

号）の要件に当たるといえるか否かにかかわらず、本件非課税規

定を適用することはできないものである。  

⑶  そして、本件処分における税額の算定については、処分庁が、

償却資産課税台帳に登録された令和３年度に係る本件償却資産の

価格に基づき、法２０条の４の２第１項の規定（課税標準額の計

算においては千円未満の端数金額は切り捨てることを定めてい

る。）を適用して、処分目録（別紙２）記載の課税標準額に前記

１・⑺の規定による税率（１００分の１．４）を乗じた上、法２

０条の４の２第３項の規定（地方税の確定金額の百円未満の端数

金額は切り捨てることを定めている。）を適用して、令和３年度

に係る税額を定めたものであることが認められる。  

⑷  したがって、本件処分は、前記１の法令等の定めに則ったもの

であり、違法・不当な点は認められない。  

３  請求人の主張についての検討  

⑴  請求人の主張（上記第３・１）について  

  請求人は、本件償却資産について、請求人と○○との間におい

て、口頭による「使用貸借」を締結し、請求人が本件食堂等を経

営する○○に無償で引き渡した上で、○○がその用途（教育の

用）に供しているとして、「固定資産税及び都市計画税  課税事

務提要  東京都主税局」（以下「課税事務提要」という。）が掲

げる非課税の要件事実を満たしている旨を主張する。  

  課税事務提要は、法３４８条２項９号に関し、第２章・第４節

・第２・１８により非課税とされるものとして、学校法人等が直

接保育又は教育の用に供する固定資産、寄宿舎、幼稚園、図書館

及び博物館を掲げ、「学校法人等がその設置する」とは、「当該

法人の経営に係るものであれば足り、当該法人以外（例えば私人

等）が所有していても、当該法人以外の者が所有する資産を当該

法人が無料で借り受け、その法人が直接保育又は教育の用に供し
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ていれば非課税対象として差し支えない。」（課税事務提要の同

・⑴・ウ）としている。  

しかし、前記２・⑵で述べたとおり、請求人は○○から本件各

委託業務を受託し、請求人はその責任と裁量において同委託業務

を遂行し、請求人が同委託業務の用に供する必要があることから

本件償却資産を自己の負担で取得し管理しているのであるから、

請求人が本件各委託業務の委託者である○○に対し本件償却資産

を使用収益させる目的で使用貸借を締結してこれを引き渡す必要

があるとは解することができず、請求人が主張する使用貸借の存

在を認めることはできない。また、固定資産税を非課税（物的非

課税）とするか否かは単なる名義や形式ではなく、その実態に着

目してなされるべきものであることからすれば（逐条解説６５頁

参照）、請求人が主張するように、本件食堂等の運営業務は請求

人が受託しているが、その経営の主体は委託者である○○である

ということができるとしたとしても、そのことをもって、本件非

課税規定の適用において、○○が本件償却資産を直接その用に供

しているということはできない。  

そもそも、法３８４条２項各号に定める固定資産について非課

税（物的非課税）とされるのは、その性格及び用途に供すること

によって、所有者によるその他の使用収益の可能性がなくなり、

ひいてはその資産価値を見出せないことによるものと解されると

ころ（さいたま地方裁判所平成１９年６月２７日判決・裁判所ウ

ェブサイト掲載参照）、本件償却資産が○○の設置する本件食堂

等においてその用に供されているものであるとしても、そのこと

により請求人は本件償却資産を自己の事業の用に供し使用収益す

ることができないものとなっているというより、むしろ本来の事

業の用に供し資産価値を見出しているといえるものであって、同

項の趣旨、納税義務の公平な分担等の観点を考慮すれば、請求人

が所有する本件償却資産が非課税とされるべき理由はないものと
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いうべきである。  

以上のとおりであって、請求人の主張を採用することはでき

ず、本件償却資産につき、本件非課税規定を適用することはでき

ない。  

⑵  請求人の主張（上記第３・２）について  

請求人は、本件償却資産について非課税の申告をしているにも

かかわらず、具体的な理由を示さず本件処分をしたことは裁量権

の濫用である旨を主張する。  

しかし、処分庁による固定資産税の賦課処分については、行政

手続法３条３項及び都税条例１２条の２第１項により（１・⑻）、

行政手続法及び行政手続条例が定める理由の提示に関する規定は

適用されない。  

また、固定資産税の徴収については普通徴収の方法によらなけ

ればならないところ（法３６４条１項）、普通徴収は、課税権者

が納税通知書を当該納税者に交付することによって地方税を徴収

する方法であるから（法１条１項７号）、非課税申告書は、処分

庁が賦課決定をするために必要な参考資料にすぎず、その提出に

対して、説明や理由を示すことが必須となるものではない。  

なお、前掲東京地方裁判所判決（１・⑶）においても、固定資

産税の賦課処分については、理由の提示に関する規制は及ばない

旨を判示している。  

したがって、この点についての請求人の主張についても理由が

ないというほかはない。   

 ４  請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討  

その他、本件処分には違法又は不当な点は認められない。  

 

以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や法

令解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適正に

行われているものと判断する。  
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よって、「第１  審査会の結論」のとおり判断する。  

 

（答申を行った委員の氏名）  

後藤眞理子、山口卓男、山本未来  

 

別紙１及び別紙２（略）  

 


